
2024年から2025年にかけて、日本の特許分析分野において生成AI技術の導入が急速に進展してい
る。特許庁の調査によると、AI関連発明の特許出願件数は2022年に約10,300件に達し、特に生成AI
関連の技術が注目を集めている 。本調査では、特許分析における生成AI活用ツールの現状と最新動
向を詳細に分析し、主要サービスの技術的特徴、企業の取り組み、実際の導入事例について包括的に
検討する。

AI特許検索市場は2025年から2032年にかけて14.1%のCAGRで成長すると予測されている 。この
成長の背景には、特許データの膨大な量に対する解析ニーズの増大と、AI技術の進化による効率向上
がある。市場規模は2023年に数十億ドル規模に達しており、特に企業が特許戦略の最適化や潜在的
な侵害リスクの特定にAI技術を活用する傾向が顕著である 。

日本国内においても、この世界的なトレンドに呼応して、多数の企業が生成AI技術を活用した特許分
析ツールの開発と提供に注力している。特に機械学習アルゴリズムや自然言語処理技術を駆使したサ
ービスの革新が期待されており、競争の激化とともに専門的なサービス提供が求められている状況で
ある 。

2024年10月に特許庁が発表した「AI関連発明の出願状況調査」は、国内のAI技術特許動向を示す重
要な指標となっている 。調査によると、国内のAI関連発明の特許出願件数は2014年以降急増し、
2022年には約10,300件に達した。このうちAIの基盤技術にあたる「AIコア技術」が付与された出願
は約3,000件で、特に深層学習技術がAI関連出願の急増を牽引している 。

生成AIに関連する特許出願は2020年以降急増しており、新たな市場形成が期待されている 。主要
分野としては画像処理・認識、自然言語処理、医学診断などが挙げられ、2022年には交通制御、バ
イオインフォマティクス、ケモインフォマティクスといった新たな分野での特許出願も顕著に増加し
ている 。

日本国内における生成AI特許分析ツールの最新動
向：2024�2025年の包括的調査
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リーガルテック株式会社が提供するTokkyo.Aiは、プライベート特許検索の概念を導入した先駆的な
ツールである 。2023年9月にChatGPT APIを活用した特許明細書自動生成機能「Pulse」をリ
リースし、2025年1月には最新アップデート「Genesis」を発表した 。

このツールの特徴的な機能として、ChatGPT�4o実装の「生成AI Plus」がある 。企業の知財部が弁
理士への出願依頼文作成において、従来約15時間程度かかっていた作業を1〜2時間以内で完了できる
という実績を示している 。AIが自動で関連特許を参照し、精度の高い依頼文の作成が可能となり、
時間短縮率は90%近くに達している 。

月額15,000円からの導入が可能で、2週間の無償トライアルも提供されており、企業にとって導入し
やすい価格設定となっている 。特許文案の作成だけでなく、競合分析や技術トレンドの把握に
も活用でき、特許ポートフォリオの強化に貢献している 。

Patentfield株式会社が2024年7月にリリースした「Patentfield AIR」は、大量の特許文献の調査・分
析を効率化する生成AI搭載オプションサービスである 。このツールは最大1万件の国内外の検索
母集団に対して一括で生成AIの出力結果を得ることができる点が特徴的である 。

技術的な優位性として、OpenAI社のChatGPT�4o、Google社のGemini 1.5 Flash、Claude 3.5

Sonnetなど、複数の生成AIモデルを選択して使用できる柔軟性がある 。画像認識機能も備えてお
り、公報内の図面や図表からの情報抽出も可能である 。

2025年1月からは2週間の無料トライアルを開始し、期間限定キャンペーンでトライアル期間中の生
成AI使用量を2倍に増量するなど、積極的な市場拡大戦略を展開している 。従来の特許調査・分析
業務を約65%短縮できるという具体的な効率化指標を示している 。

サマリアは特許文書読解支援AIアシスタントとして、特に分類支援機能に優れた特徴を持つツールで
ある 。分類展開機能、分類付与機能、用語抽出機能、分類構築ツールの4つの主要機能により構
成されており、従来人手でなければ行えなかった特許文書の分類作業を効率化している 。

2025年1月には項目指示機能という最新機能が追加され、複数のAIタスクをまとめて実行できるよう
になった 。具体的な活用事例として、特定企業の製品・材料名を特許明細書中の実施例記載から
抽出する機能があり、4000件の明細書に対して一括処理が可能である 。

実際の分析事例では、AR/VRの技術動向を企業、技術概念、時間的推移の観点で把握するために活用
され、未知の技術領域における効率的な特許情報分析を実現している 。

株式会社AI Samuraiが提供するAI Samurai ONEは、特許調査、評価、作成の一連のプロセスを統合
したシステムである 。このツールの特徴は、AIが特許庁の全特許データベースを数十秒で調査
し、A〜Dの4段階で特許評価を行う点にある 。

技術的な革新として、クレームチャートの自動生成機能があり、構成要件ごとに各類似文献の中から
類似度の最も高い箇所を単語や段落で提示する 。IP Landscapeの自動生成も可能で、効率的な文

Tokkyo.Ai - 包括的特許分析プラットフォーム
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献確認をサポートしている 。

特許文書の作成においては、生成AIのアシスト機能により、特許請求の範囲やアイデアを文章入力す
るだけで自動作成が可能となっている 。導入企業は自動車・機械・電機、化学・食品・製薬、
IT、教育・研究機関など幅広い業種にわたっている 。

パナソニックが提供するPatentSQUAREは、大企業における特許調査の標準ツールとして位置づけら
れている 。NOK株式会社、横河電機株式会社、株式会社カネカ、旭化成株式会社、アルプスアル
パイン株式会社など、多数の大手企業での導入実績がある 。

特に「AI自動分類オプション機能」の導入により、カネカでは年間1,800時間の調査工数削減を見込
んでいる 。アルプスアルパインでは3,000人を超える技術者との特許調査や特許評価の共有に活用
されており、大規模組織での運用実績を持つ 。

現在の特許分析ツールでは、複数の生成AI技術が併用されている状況である 。主要な技術とし
て、OpenAIのGPT�3.5/GPT�4o、Google社のGemini、Anthropic社のClaudeなどが挙げられる
。各ツールは用途や予算に応じて異なるAIモデルを選択できる柔軟性を提供している 。

特に画像認識機能の搭載により、特許図面や図表からの情報抽出が可能になっている点は大きな技術
的進歩である 。これにより、従来のテキストベースの分析に加えて、視覚的情報も含めた包括的
な特許分析が実現されている 。

特許調査の自動化レベルは著しく向上している。従来2時間かかっていた特許文書の読解作業が、
ChatGPTを活用することで15分で完了できるという報告がある 。特許要約の一括生成、キーワー
ド抽出、分類・クラスタリング、注目発明やホワイトスペースの発見などの機能が統合されている
。

ChatTokkyoのような対話型AI特許調査システムでは、特許情報に基づき変形実施例の提案や複数特
許の共通点・相違点の列挙が可能になっており、既存特許の隙間となるアイデアのヒントを得ること
ができる 。

企業の機密性を重視した「プライベート特許検索」の概念が浸透している 。これは企業の戦略
と直結するセンシティブなデータである特許調査の履歴を社外に出さない専用環境での処理を実現す
るものである 。情報漏洩のリスクを回避しながら効率的な特許検索を可能にしている 。
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実際の導入事例では顕著な効率化効果が報告されている。ある企業の知財部では、Tokkyo.Aiの「生
成AI Plus」を活用することで、弁理士への出願依頼文作成時間を90%近く削減することに成功して
いる 。従来約15時間程度かかっていた作業が1〜2時間以内で完了できるようになり、大幅なコス
ト削減を実現している 。

NOK株式会社では2023年より「AI検索オプション」の使用を開始し、開発現場の技術者の特許調査
力向上に努めている 。横河電機株式会社では全技術者が効率的に特許調査を行える環境を整備
し、特許創出力の強化と質向上に役立てている 。

株式会社カネカでは「AI自動分類オプション機能」の導入により、年間1,800時間の調査工数削減を
見込んでいる 。株式会社指月電機製作所では査読数の低減に一定の効果が出ており、重要特許を
分野別にストックできるため、特許を探し出す時間が大幅に短縮されている 。

旭化成株式会社では10年以上にわたりPatentSQUAREを使用しており、「AI自動分類オプション機
能」を活用した高効率な特許調査業務の確立に力を注いでいる 。アルプスアルパイン株式会社で
は知的財産戦略を支える中核ツールとして全社で活用し、3,000人を超える技術者との特許調査や特
許評価の共有に活かしている 。

各社とも導入しやすい価格設定を心がけており、市場参入障壁の低下が進んでいる。Tokkyo.Aiは月
額15,000円から導入可能で、2週間の無償トライアルも提供している 。Patentfield AIRは月額
30,000円からで、複数のプランを用意している 。

Summarinaには無料プランも用意されており、有料の3種類のプランが予定されている 。AI
Samuraiは基本料金55,000円からの提供となっている 。企業規模や用途に応じた柔軟な料金設定
により、中小企業から大企業まで幅広い層での導入が可能になっている 。

多くのサービスで無料トライアル制度が充実している。Patentfield AIRでは2025年3月末までの期間
限定キャンペーンで、トライアル期間中の生成AI使用量を2倍に増量するサービスを提供している
。通常約1000件の公報処理が可能なところ、キャンペーンにより約2000件の処理が可能になって

いる 。

企業導入事例と成果
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現在の生成AI特許分析ツールには、情報の正確性に関する課題が残っている。ChatGPTでの特許検索
と特許データベースでの検索では、特許番号と内容が食い違ってしまうケースが見られるため、参考
程度にとどめる必要がある 。今後は精度向上と信頼性確保が重要な技術的課題となっている 。

弁理士法75条との関係では、AIによる特許出願書類作成について、弁理士の監督下である限りにおい
て適法であることがグレーゾーン解消制度により確認されている 。実際の出願には専門家のチェ
ックが推奨されており、AIツールは支援的な役割に留まることが適切とされている 。

AI特許検索市場は今後も持続的な成長が予想される。特に自動化、データ分析の進化、パーソナライ
ズ、クラウドベースのソリューションといったトレンドが市場拡大に寄与している 。企業の意識向
上も今後の市場拡大に貢献する要因として挙げられている 。

専門的なサービス提供の需要が高まっており、各社とも技術革新への投資を継続している。生成AI技
術の進化に伴い、より高精度で効率的な特許分析ツールの開発が期待されている 。

2024年から2025年にかけて、日本国内の生成AI特許分析ツール市場は急速な発展を遂げている。
Tokkyo.Ai、Patentfield AIR、Summaria、AI Samurai ONE、PatentSQUAREなどの主要ツールが、
それぞれ異なる特徴と強みを持ちながら市場を形成している。特に作業時間の大幅短縮、調査工数の
削減、精度向上といった具体的な成果が多数報告されており、企業の知的財産戦略において不可欠な
存在となりつつある。今後は技術的な精度向上と信頼性確保、さらなる自動化の進展により、より効
率的で正確な特許分析環境の実現が期待される。企業においては、各ツールの特性を理解し、自社の
ニーズに最適なソリューションを選択することが重要である。
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